

	認定申請書

申請年月日2022年3月11日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                              　一般事業主の氏名又は名称 
（ふりがな）
                              （法人の場合）代表者の氏名  　         印
住所　〒

法人番号1370001003352　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「Vision 2030」
～未来を切り拓くリーディングカンパニー～

	公表日
	2021年5月14日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	（HP掲載）　https://www.77bank.co.jp/pdf/77bank/keieihoushin_vision2030.pdf#zoom=100 (P.1～P.13)

	記載内容抜粋
	・当グループが長期的に「なりたい姿」を描いたもの
「なりたい姿」…七十七グループは、地域社会の繁栄のため、最良のソリューションで感動と信頼を積み重ね、ステークホルダーとともに、宮城・東北から活躍のフィールドを切り拓いていくリーディングカンパニーを目指します。(P.3)
・「なりたい姿」の実現に向けた以下3つの方向性を定義(P.4）
　【方向性】…「顧客・地域のニーズを喚起する、活躍のフィールドを拡げる」「生産性を飛躍的に改善する」「挑戦的な企業文化を確立する」

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年3月26日取締役会決議により策定



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・「Vision 2030」
～未来を切り拓くリーディングカンパニー～
・統合報告書2021
・会社説明会資料（2021年3月期）

	公表日
	・2021年5月14日
・2021年8月10日
・2021年6月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	（HP掲載）
https://www.77bank.co.jp/pdf/77bank/keieihoushin_vision2030.pdf#zoom=100  (P.4～5、8～11)
https://www.77bank.co.jp/pdf/77bank/disclousure/2021rpt_all.pdf(P.34～39)
https://www.77bank.co.jp/pdf/77bank/2021_06ir_all.pdf(P.46～48)

	記載内容抜粋
	・「なりたい姿」の実現に向けた以下のキーファクターを定義（P.4～5）
【キーファクター】…「ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ」「新事業新分野」「人材」「財務基盤」
「ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ」…「安心・安全」を最優先としつつ、コロナ禍で加速したDXの流れを取り込み、多様化する顧客ニーズへの対応や異業種サービスとの連携、銀行業務全般の抜本的改革などを進めていく。
デジタルシフトで目指すビジネスモデル
　〇対面と非対面サービスのベストミックス
　〇地域金融×デジタルテクノロジーによる新規ﾋﾞｼﾞﾈｽ
　　チャレンジャーバンク・ネオバンク　
　　地域エコシステム・プラットフォーム
　　キャッシュレスビジネス
　　データビジネス
・「なりたい姿」の実現に向けた基本戦略を定義(P.8～11)
  〇顧客満足度ナンバーワン戦略
デジタルを活用し、地域金融機関ならではのサービスを提供する（新サービスの提供）
ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝやｱﾗｲｱﾝｽの活用により、事業領域を拡大していく。（新事業の創出等）【統合報告書P.35】
　〇生産性倍増戦略
　　事務プロセスの改善、非対面取引の拡充・利用促進を図る
　　営業店の事務量を5割削減する【統合報告書P.36】
　　お客様のニーズや抱える課題に、適時適切にお応えするため、対面から非対面、あるいは非対面から対面へのチャネルシフトを実現することで、対面チャネルと非対面チャネルのベストミックスを追求していく【統合報告書P.38 】
・既存のビジネス領域である「銀行ビジネスのデジタル改革」に取り組む。（各ﾃﾞｼﾞﾀﾙ改革により、顧客満足度№1、生産性倍増等を達成する）【会社説明会資料P.48】

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	・2021年3月26日取締役会決議により策定
・取締役会において承認された「Vision 2030」に基づき統合報告書・会社説明会資料を作成し、HPへ公開



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「Vision 2030」(HP掲載)
https://www.77bank.co.jp/pdf/77bank/keieihoushin_vision2030.pdf#zoom=100  (P.19)
「統合報告書2021」（HP掲載）
https://www.77bank.co.jp/pdf/77bank/disclousure/2021rpt_all.pdf (P.36)

	記載内容抜粋
	・デジタル・非対面チャネルの推進を目的として組織改正を実施「Vision 2030」(P.19)
（デジタル施策の推進を効率的に行うため、デジタル戦略部を新設。また、非対面チャネルの取り組みを強化するため、ダイレクトチャネル推進部を設置）
・生産性倍増戦略（本業にかかる労働生産性）の達成のため、営業事務の削減等を目的に、頭取を委員長とする「事務レス促進委員会」を新設し、事務レスへの取り組みを進めている。「統合報告書2021」(P.36)



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「統合報告書2021」（HP掲載）
https://www.77bank.co.jp/pdf/77bank/disclousure/2021rpt_all.pdf (P.22)
「会社説明会資料」（HP掲載）
https://www.77bank.co.jp/pdf/77bank/2021_06ir_all.pdf(P.46～48)

	記載内容抜粋
	・外部出向による専門人材の育成
　「顧客・地域に役立つ人材」等を育成するためデジタル分野に関する先へ人員を出向【統合報告書P.22】
・生産性向上に向け、事務レス施策として「サポートオフィス」を設置。そのほか、顧客ニーズに応じた非対面チャネルの充実化と拠点網の適正化を図り経営資源をリバランスしている。（投資余力の捻出）【会社説明会資料P.46～47】
・デジタル施策の実施にあたり、今後捻出した投資余力から50億円規模の投資を実行していく。【会社説明会資料P.48】



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「Vision 2030」
～未来を切り拓くリーディングカンパニー～

	公表日
	2021年5月14日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	（HP掲載）
https://www.77bank.co.jp/pdf/77bank/keieihoushin_vision2030.pdf#zoom=100 (P.10～11.18)

	記載内容抜粋
	・新事業・新分野のプロジェクトを10件立ち上げる(P.10)
・営業店の事務量を5割削減する（P.11）
・非対面チャネルの利用率を3倍にする(P.11) 等
・「なりたい姿」実現のための各種KPIを2025年度（中間目標）、2030年度それぞれにて記載（P.18）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	【会社説明会・動画配信】
・2021年12月7日(28分40秒～)
【各種施策のニュースリリース】
①2022年2月22日、②2022年2月21日、③2022年2月14日、
④2021年7月16日

	発信方法
	【会社説明会・動画配信】
頭取説明動画(HP掲載)
https://c-hotline.net/Viewer/Default/234900e8ebfa03f0575b6125756c1b9da6c3 （3,事業戦略においてデジタル化の活用について説明）
【各種施策のニュースリリース】
①固定電話の廃止およびスマートフォンの導入について
https://www.77bank.co.jp/pdf/newsrelease/22022202_smartphone.pdf
②「AIRPOST」を活用したオンライン手続きサービスの提供開始について
https://www.77bank.co.jp/pdf/newsrelease/22022101_airpost.pdf
③ＡＩモデル構築の内製化に向けた実証実験の実施について
https://www.77bank.co.jp/pdf/newsrelease/21071602_aimodeljissho.pdf

	発信内容
	【会社説明会・動画配信】
・新型コロナウイルスの拡大やデジタル化の進展を背景に、個人・法人ともに非対面取引が増加している。　当行としても非対面施策を充実させるとともに、将来的には個人取引をすべてアプリで完結させることも検討する。
・デジタルの活用により、対面と非対面のベストミッ
クスを実現する。
・営業店への店頭タブレット導入により、顧客・行員双方の事務効率化および相談業務の拡充を実現する。
【各種施策のニュースリリース】
・具体的な施策の実施等について、頭取名にてニュースリリースを発信
①電話取次等の削減による【生産性向上】施策
②オンラインでの諸届情報変更による【顧客満足度向上】施策
③AIの活用による【生産性向上】施策
【顧客満足度ナンバーワン】や【生産性向上】に関連する施策のリリースを適宜頭取名にて発信している。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2019年4月～（1カ月に1回程度）

	実施内容
	・組織横断的かつ役員・担当者から構成される「デジタル戦略検討委員会」を設置している（委員長：頭取）。
・同委員会において、デジタルテクノロジーの活用に向けた課題の把握、施策の検討および優先順位の整理等を行うほか、デジタル関連のトピックスの分析、動向把握を実施のうえ、同委員会で共有を図っている。
・「DX推進指標」による自己分析を行い、自己診断フォーマットにて別途添付、提出しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2016年7月～（継続実施）

	実施内容
	・日々、高度化・巧妙化しているサイバー攻撃に対応するため、当行セキュリティポリシーに基づき、「サイバーセキュリティ管理規定」を制定し、不正侵入の防止、情報流出の阻止、不正なウィルスの検知等の多層的な技術的対策を実施。
・サイバー攻撃を想定した対応訓練・演習等の組織的対策を講じており、サイバー攻撃に迅速に対応できる継続的な態勢の強化を実施。
・オペレーショナルリスクの管理状況について定期的に経営層に報告する体制を構築。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
